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施 策 名

区分

児童、ひとり親家庭、女性の保護と自立の促進

中

算 定 方 法

評 価 責 任 者 課長　村田　純一郎

ひとり親家庭の就業率 児童虐待相談対応件数

　当該指標は、ひとり親家庭の自立に向けた環境整備の進捗度を示すものであ
り、県の施策効果の客観的な判断が可能と考えられる。

選 択 理 由 　児童虐待相談件数は、家庭内で潜在していたものが顕在化した結果を示すものと考
えられ、児童虐待の未然防止、早期発見・対応の成果を端的に示しているものと考え
られる。

算 定 方 法児童扶養手当受給資格認定後５年以上経過の就業者数　÷
　５年以上経過の受給資格者数　×　１００　（郡部）

児童相談対応件数（厚生労働省 福祉行政報告例）

hf09
予 算 施 策
コ ー ド

3661

成果と指標
の関係

成果指標A

連 絡 先

達成率

こ れ ま で の 取 組 み

　ひとり親家庭に対しては、母子・父子自立支援員の配置等による相談体制の整備を図るとともに、児童扶養手当や貸付資金等による必要な経済的支援を行ってきたほ
か、子育て・生活支援や就業支援により、自立促進を図ってきたところ。
　児童の保護に関しては、特に児童虐待の防止や早期発見・対応を図るため、市町要保護児童対策地域協議会と緊密に連携し、地域全体で児童虐待に取り組む体制
づくりに努めるとともに、各児童相談所の児童福祉司等の増員配置を進めているほか、弁護士・精神科医等との協力体制の整備や現職警察官の配置を行うなど体制強
化に取り組んでいる。
　女性の保護については、DV防止法の全面施行（H14年度）に伴い、婦人相談所を「配偶者暴力相談支援センター」として位置付け、婦人相談員やDV対応協力員の相
談対応技術の向上や関係機関との連携強化に努めるほか、弁護士等からの指導助言を得る体制を整備するなど、相談支援機能の充実・強化を図っている。

子育て支援課担 当 部 局 名

施 策 の 内 容

施 策 の 目 標

保健福祉部 生きがい推進局

保護を要する、ひとり親家庭、児童、女性に対する支援を行うことによって、社会的に自立した生活ができるようにする。
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2
　県の関与の必要性

　成果指標A

　成果指標B

3

1.71

今 後 予 測 さ れ る
環 境 変 化

順調・向上
成果向
上余地

成果向上が可能

成果
動向

説
　
明高い

施 策 の 評 価

参考：構成事務事業の評価
の平均値

成果動向

　関係法に基づき、県・市町の役割分担の中で、児童扶養手当の認定支給や児童相談所、婦人相談所、母子・父子自立支援員等の設置又は配置な
どは県で実施する旨、規定されている。特に、児童相談所は、高い専門性を生かし、市町の児童家庭相談に対する後方支援や関係自治体間の広域
連携を促す役割も果たすことが期待されており、県が実施しなければならない施策である。

　これまで、児童相談所、婦人相談所等の体制強化を図りながら、保護を要する子どもやひとり親家庭、女性に対する支援に取り組んできた。
　ひとり親家庭については、就業と子育てとの両立の困難を抱えていたり、就業環境の変化等を背景として経済的に厳しい状況に置かれていたりするなど、支援を必要とする家庭が依然として存在
しており、ひとり親家庭に対する支援施策の充実が必要である。また、児童虐待に関しては、問題が複雑・多様化しており、依然として憂慮すべき深刻な状況にあり、今後のコロナ禍による影響も注
視する必要ある。
　このため、今後も経費節減に留意のうえ、国や各自治体との連携を図りながら、ひとり親家庭に対する職業能力の向上のための就業支援や児童虐待の未然防止・早期発見のための相談活動の
強化などに努め、子どもやひとり親家庭、女性に対する支援を図っていく。

　深刻化する子どもの貧困を解決するための対策強化が喫緊の課題である中、雇用情勢は緩やかに持ち直しているものの、保護者の就業環境の変化により、特に、経
済的に厳しい状況に置かれている割合の高いひとり親家庭に対する自立支援の充実等の必要性は依然として大きい。
　また、児童虐待やＤＶ対策についても、こどもや家庭、女性をめぐる問題の複雑多様化とあいまって、事業の必要性は今後ますます増大するものと考えられる。

成果向上
余地

順調・向上 説
　
明

2.23

成果向上が可能

　問題を抱えている児童への適切な対応は進みつつあり、事業の成果は一定程度上がっているものの、重篤な案件が生じていることに加え、長期化
しているコロナ禍の影響により潜在化が懸念されるなど、今後とも十分な対応が求められているところである。
　また、今後、職員の増員や資質及び専門性の向上等を図ることにより、向上が可能であると考える。

施 策 の 今 後 の 方 向 性 

成果向上が可能

成果向上
余地

説
　
明

横這い成果
動向

　ひとり親家庭に対する就業支援については、順次支援制度の維持・拡充に努めてきた結果、一定程度の成果を挙げているが、新型コロナウイルス
の感染拡大による経済活動の停滞が雇用・就業に及ぼす影響など外部要因に不透明な状況があることから、現状維持を目標とする。



４－１　事務事業管理シート（評価対象事業）

1 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R4）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 20 20 20 20 20 事業費計 41,632 42,424 44,176 45,399

実績 7 8 7 国費 13,795 13,350 14,373 13,230

達成率 35.00% 40.00% 35.00% その他 1,955 2,954 4,617 4,287

単位 計画 6 6 6 6 － 県費 25,882 26,120 25,186 27,882

実績 6 1 5 事業費計 41,625 42,418 44,170

達成率 100.00% 16.67% 83.33% 国費 11,665 11,913 14,726 方向１

単位 計画 30 30 30 30 － その他 7,260 7,347 1,363 方向２

実績 29 13 43 県費 22,700 23,158 28,081 方向３

達成率 96.67% 43.33% 143.33% 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,362 1,354 1,210

2 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 17980 18468 19509 20525 18653 事業費計 432,932 387,027 411,801 408,112

実績 18468 19509 20525 国費 0 0 0 0

達成率 102.71% 105.64% 105.21% その他 0 0 0 0

単位 計画 100 100 100 100 100 県費 432,932 387,027 411,801 408,112

実績 100 100 100 事業費計 432,126 386,347 409,545

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 32203 31167 29949 28812 － その他 0 0 0 方向２

実績 30070 28614 27751 県費 432,126 386,347 409,545 方向３

達成率 93.38% 91.81% 92.66% 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,362 1,354 1,210

3 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 17218 14165 14162 13745 － 事業費計 762,006 512,969 487,532 588,860

実績 15558 12270 11397 国費 253,459 169,653 160,280 195,232

達成率 110.67% 115.44% 124.26% その他 0 0 0 0

単位 計画 93 93 93 － 県費 508,547 343,316 327,252 393,628

実績 92 92 92 事業費計 669,554 512,612 486,482

達成率 98.92% 98.92% 98.92% 国費 221,987 170,374 158,414 方向１

単位 計画 その他 0 0 490 方向２

実績 県費 447,567 342,238 327,578 方向３

達成率 - - - 人役 1.1 1.1 1.1

人件費 7,487 7,443 6,655

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

実施
期間

始期 終期

S36
予定・見込
があれば記

入

離婚等により父又は母と生計と同じくしていない児童が養育されている家庭に児童扶養手当を支給するこ
とにより、その生活の安定と自立を促進し、児童の福祉の増進を図っている。

児童扶養手当支給事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

見
直
し
方
向
性

児童扶養手当法により、手当の支給に要する費用について、
都道府県の負担が想定されている。
法により支給対象者、支給額等について想定されているため、
成果向上の余地はない。

指標種類1 指標名称1

予
算

成果 － ﾌﾛｰ
児童扶養手当延べ受給者数
（全額受給者数、一部受給者数） 人

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ
受給資格認定後5年以上経過の就業者数÷5
年以上経過の受給資格者数×１００ %

決
算

予
算

成果 ＋ ﾌﾛｰ
対象者一人あたりの年間
軽減額

円

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ 必要医療費額の充足率 ％
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

活動 ＋ ﾌﾛｰ 対象世帯人員数 人

実施
期間

始期 終期

S49
予定・見込
があれば記

入

ひとり親家庭の母又は父及び児童が、疾病又は負傷のため、療養機関において保険給付を受けた場合、
その自己負担額分を助成することにより、ひとり親家庭の保健の向上と福祉の増進を図る。

評
価

世帯
決
算 見

直
し
方
向
性

実施
期間

始期 終期

Ｓ24
予定・見込
があれば記

入

配偶者のない女子又はこれに準ずる理由のある女子とその監護すべき児童を保護し、自立に向けての支
援を図ることを目的としている愛媛県立愛媛母子生活支援センターの運営管理を行う。

指標種類3

愛媛母子生活支援センター運営費
コスト

（単位：千円）

ひとり親家庭医療費公費負担事業費
コスト

（単位：千円）

指標種類1 指標名称1

　

成果 ＋ ﾌﾛｰ 退所率 ％

予算施策名 hf09 児童、ひとり親家庭、女性の保護と自立の促進

指標名称3

活動 ＋ ﾌﾛｰ 各月の平均入所世帯数 世帯

指標種類2 指標名称2

活動

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

＋
このまま継続

ﾌﾛｰ 新規入所世帯数

事業の概要

事業の概要

事業の概要

　経済的に厳しい状況にあるひとり親家庭が必要な医療サー
ビスを受けるためには、自己負担分を100％助成することが必
要であるため、最終目標は100とする。 ひとり親家庭等の必要
な医療サービスは不足なく充足されており、これ以上の向上の
余地はない。



4 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 24 24 24 24 － 事業費計 25,446 25,147 18,457 29,199

実績 9 6 10 国費 19,083 18,859 13,946 13,433

達成率 37.50% 25.00% 41.67% その他 0 0 0 0

単位 計画 100 100 100 100 － 県費 6,363 6,288 4,511 15,766

実績 100 100 100 事業費計 7,574 8,469 9,151

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 5,680 6,351 6,611 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 1,894 2,118 2,540 方向３

達成率 - - - 人役 0.4 0.4 0.4

人件費 2,723 2,707 2,420

5 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 6 10 10 10 － 事業費計 7,857 2,988 2,399 2,475

実績 6 6 6 国費 4,350 1,957 1,600 1,650

達成率 100.00% 60.00% 60.00% その他 0 0 0 0

単位 計画 6 6 6 6 － 県費 3,507 1,031 799 825

実績 6 6 6 事業費計 4,823 1,558 1,210

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 3,215 1,038 806 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 1,608 520 404 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

6 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 100 100 100 100 － 事業費計 19,520 20,046 20,985 23,937

実績 187 155 125 国費 9,599 9,556 9,764 11,965

達成率 187.00% 155.00% 125.00% その他 0 0 0 0

単位 計画 3000 3000 3000 3000 － 県費 9,921 10,490 11,221 11,972

実績 4032 4528 4711 事業費計 20,948 17,634 19,410

達成率 134.40% 150.93% 157.03% 国費 10,354 12,027 12,263 方向１

単位 計画 300 300 300 300 － その他 0 0 0 方向２

実績 1172 1470 1406 県費 10,594 5,607 7,147 方向３

達成率 390.67% 490.00% 468.67% 人役 0.5 0.3 0.3

人件費 3,403 2,030 1,815

7 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 7 7 7 9 － 事業費計 9,788 9,886 16,485 9,596

実績 4 6 7 国費 4,893 4,942 8,242 4,710

達成率 57.14% 85.71% 100.00% その他 0 0 0 0

単位 計画 4 5 6 6 － 県費 4,895 4,944 8,243 4,886

実績 4 4 7 事業費計 7,955 8,080 4,974

達成率 100.00% 80.00% 116.67% 国費 3,712 4,569 3,271 方向１

単位 計画 4 5 5 9 － その他 0 0 0 方向２

実績 2 4 4 県費 4,243 3,511 1,703 方向３

達成率 50.00% 80.00% 80.00% 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

ひとり親家庭自立支援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

H15
予定・見込
があれば記

入

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子家庭等の経済的自立に向けた就労支援策として、自立
支援教育訓練費及び高等職業訓練促進給付金等の支給事業を実施し、母子家庭の母等の職業能力の
開発と雇用機会の創出を図る。

活動 ＋ ﾌﾛｰ 支給者数 人

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ 就業に至った者の率 ％
決
算 見

直
し
方
向
性

統合

指標種類3 指標名称3 　

「母子・父子自立支援員設置費」と統合する。

　見
直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

成果 ＋ ﾌﾛｰ
身元保証人確保事業により、進
学、就業に繋がった者の率 件

実施
期間

始期 終期

このまま継続

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

Ｈ11

　

このまま継続

ﾌﾛｰ 虐待相談対応件数 件

予定・見込
があれば記

入

複雑、深刻化する児童問題に対応するために児童相談所、市町、主任児童委員等が連携を図り、地域ぐ
るみで家庭支援を行う体制を整備・充実するとともに、精神科医、小児科医、弁護士、警察等との協力体
制を整え、その体制を一層強化する。

コスト
（単位：千円）

ひとり親家庭学習支援ボランティア派遣事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

H28
予定・見込
があれば記

入

ひとり親家庭の児童の学習意識と学力の向上を図るため、学習支援ボランティアによる学習支援や進学
相談等を行う。

活動 ＋ ﾌﾛｰ 開催する市町の数 市町

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ 開催する市町の数 市町
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3 　

このまま継続

児童相談活動事業費
コスト

（単位：千円）

評
価活動 ＋ ﾌﾛｰ 弁護士等協力依頼件数 件

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 児童相談受付件数 件
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

成果 ＋

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

活動 ＋ ﾌﾛｰ
社会的養護自立支援事業
の実施人数

件

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ
身元保証人確保事業の実
施人数

件
決
算

社会的養護自立支援等事業費

Ｈ30
予定・見込
があれば記

入

22歳の年度末までにある大学等就学中の者、20歳到達により児童養護施設等への入所措置を解除され
た者で、原則22歳の年度末まで、居住費や生活費の支援等の支援を行い、就職や賃貸、進学に支障ない
よう身元保証人を確保するなどし、社会的自立を図る。

事業の概要

事業の概要

事業の概要

事業の概要



8 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R4）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 50 50 50 50 事業費計 0 4,818 4,640 3,575

実績 42 42 国費 2,409 2,320 1,787

達成率 - 84.00% 84.00% その他 0 0 0

単位 計画 県費 2,409 2,320 1,788

実績 事業費計 0 3,034 3,349

達成率 - - - 国費 2,409 2,320 方向１

単位 計画 その他 0 0 方向２

実績 県費 625 1,029 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1

人件費 677 605

9 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 100 100 100 100 － 事業費計 3,488 3,233 3,123 2,763

実績 100 100 100 国費 0 0 0 0

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他 0 0 0 0

単位 計画 1122 1038 1002 882 － 県費 3,488 3,233 3,123 2,763

実績 1041 978 870 事業費計 3,185 2,986 2,693

達成率 92.78% 94.22% 86.83% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 3,185 2,986 2,693 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

10 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 21 21 21 21 － 事業費計 78,776 79,637 81,662 82,046

実績 13 11 11 国費 34,954 34,161 34,845 35,066

達成率 61.90% 52.38% 52.38% その他 8,868 11,315 11,971 11,914

単位 計画 60 60 60 60 － 県費 34,954 34,161 34,846 35,066

実績 37 64 35 事業費計 56,653 41,669 51,405

達成率 61.67% 106.67% 58.33% 国費 13,383 18,590 13,865 方向１

単位 計画 その他 10,199 9,868 3,872 方向２

実績 県費 33,071 13,211 33,668 方向３

達成率 - - - 人役 23.1 23.1 23.1

人件費 157,219 156,295 139,755

11 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 40 40 40 40 － 事業費計 8,847 9,849 9,849 9,846

実績 30 21 13 国費 4,365 4,867 4,880 4,878

達成率 75.00% 52.50% 32.50% その他 0 0 0 0

単位 計画 2 2 2 2 － 県費 4,482 4,982 4,969 4,968

実績 0 1 1 事業費計 7,587 7,451 7,033

達成率 0.00% 50.00% 50.00% 国費 4,603 5,349 664 方向１

単位 計画 2 2 2 2 － その他 0 0 0 方向２

実績 0 1 1 県費 2,984 2,102 6,369 方向３

達成率 0.00% 50.00% 50.00% 人役 4.7 4.7 4.7

人件費 31,989 31,801 28,435

児童虐待防止医療ネットワーク事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

災害遺児福祉手当制度費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

成果 ＋ ﾌﾛｰ
児童虐待対応研修を受講
した病院数

病院

指標種類2 指標名称2

決
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

実施
期間

始期 終期

R2 R4
拠点病院を中心とした児童虐待防止医療ネットワークを形成し、医療従事者の虐待に関する対応力を高
めるとともに、関係機関連携による支援体制を整備する。

予定・見込
があれば記

入

交通災害、労働災害及び天災等による遺児の保護者に対して手当を支給することにより、遺児の福祉増
進を図る。

活動 ＋ ﾌﾛｰ
各月平均えひめ学園入所
児童数

人

指標種類2 指標名称2

見
直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

成果 ＋ ﾌﾛｰ 遺児の高等学校進学率 ％

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 延支給遺児数 人

実施
期間

始期

福祉総合支援センター等運営費（婦人相談所分）
コスト

（単位：千円）

評
価

えひめ学園運営費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類1 指標名称1

予
算

婦人保護施設退所人数（同
伴者を含まない）

人成果 ＋

終期

S45

実施
期間

始期 終期

S24
予定・見込
があれば記

入

県が設置している児童自立支援施設えひめ学園の運営を行い、不良性を持った児童や家庭環境等の理
由により生活指導等を要する児童の自立支援を行う。

成果 ＋ ﾌﾛｰ えひめ学園退所率 ％
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

実施
期間

始期 終期

Ｓ32
予定・見込
があれば記

入

要保護女子の早期発見、転落防止及び保護更生を円滑に推進するとともに、配偶者からの暴力を防止
し、被害者の保護を図るため、婦人相談所において、相談、調査、判定、一時保護等を行う。また、婦人保
護施設入所者には、生活指導、職業訓練錬等を実施する。

活動 ＋ ﾌﾛｰ
一時保護所新規入所者数
（同伴者を含まない）

人

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ
婦人保護施設入所実人員
（同伴者を含まない）

人
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

ﾌﾛｰ

事業の概要

事業の概要

事業の概要

事業の概要

医療従事者を対象とした児童虐待に関する研修会や事例検
討会を開催し、医療従事者の現場対応力の向上に努めてきた
ところ。今後も、研修内容を工夫しながら、多くの医療従事者
の研修参加を促し、県下各地域での児童虐待事案への対応
力の強化を図ることとしている。



12 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 3000 3000 3000 3000 － 事業費計 71,675 92,039 109,108 113,399

実績 4032 4528 4711 国費 22,331 30,426 37,510 39,800

達成率 134.40% 150.93% 157.03% その他 818 820 901 930

単位 計画 300 300 300 300 － 県費 48,526 60,793 70,697 72,669

実績 1172 1470 1406 事業費計 87,664 104,138 105,971

達成率 390.67% 490.00% 468.67% 国費 23,449 25,381 23,153 方向１

単位 計画 その他 868 1,019 774 方向２

実績 県費 63,347 77,738 82,044 方向３

達成率 - - - 人役 61.0 61.0 61.0

人件費 415,166 412,726 369,050

13 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 45 45 50 50 50 事業費計 4,747 4,803 8,123 17,005

実績 40 40 41 国費 0 0 0 0

達成率 88.89% 88.89% 82.00% その他 0 0 0 0

単位 計画 86 86 90 90 90 県費 4,747 4,803 8,123 17,005

実績 90 90 93 事業費計 4,747 4,803 8,123

達成率 104.65% 104.65% 103.33% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 309913 284859 286497 252225 － その他 0 0 0 方向２

実績 197934 147989 109772 県費 4,747 4,803 8,123 方向３

達成率 63.87% 51.95% 38.32% 人役 1.9 1.9 1.9

人件費 12,932 12,856 11,495

14 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 500 500 500 500 － 事業費計 6,388 7,042 7,687 8,835

実績 745 815 878 国費 2,685 2,621 2,712 3,855

達成率 149.00% 163.00% 175.60% その他 0 0 0 0

単位 計画 3 3 3 3 － 県費 3,703 4,421 4,975 4,980

実績 3 3 3 事業費計 6,298 6,896 7,189

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 2,685 2,621 2,712 方向１

単位 計画 500 500 500 500 － その他 0 0 0 方向２

実績 928 816 878 県費 3,613 4,275 4,477 方向３

達成率 185.60% 163.20% 175.60% 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

15 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 250 250 250 250 － 事業費計 3,205 3,578 3,774 3,771

実績 290 270 259 国費 1,455 1,513 1,531 1,816

達成率 116.00% 108.00% 103.60% その他 0 0 0 0

単位 計画 2 2 2 2 － 県費 1,750 2,065 2,243 1,955

実績 3 1 1 事業費計 2,807 2,307 4,602

達成率 150.00% 50.00% 50.00% 国費 1,741 1,858 2,563 方向１

単位 計画 250 250 250 250 － その他 0 0 0 方向２

実績 290 270 259 県費 1,066 449 2,039 方向３

達成率 116.00% 108.00% 103.60% 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,362 1,354 1,210

福祉総合支援センター等運営費（児童相談所分）
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

活動 ＋ ﾌﾛｰ 児童相談受付件数 件

指標種類2 指標名称2

成果

見
直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

終期

S23
予定・見込
があれば記

入

児童相談所（中央・東予・南予）及び一時保護所の運営管理を行う。

＋ ﾌﾛｰ 虐待相談対応件数 件
決
算

このまま継続

　

件

実施
期間

始期

実施
期間

始期 終期

Ｓ32
予定・見込
があれば記

入

要保護女子の早期発見、転落防止及び保護更生の効果的推進を図るため、売春防止法第35条に基づく
婦人相談員を設置し、相談、調査及び指導を行い、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す
る法律第４条に基づき、被害者の相談や必要な指導を行う。

ＤＶ防止相談支援体制強化事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

　

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

Ｈ14
予定・見込
があれば記

入

決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

S28
予定・見込
があれば記

入

母子家庭の母、父子家庭の父又は寡婦に対して、資金の貸付けを行うことにより、その経済的自立の支
援と生活意欲の助長を図り、併せてその扶養している児童の福祉を増進する。

婦人相談員設置費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1

活動 ＋ ﾌﾛｰ

指標名称1

予
算

ﾌﾛｰ 婦人相談員数 人

指標名称3

成果 ＋ ﾌﾛｰ

　

配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護するための施策の充実が課題となっているため、被害者の相
談援助の中核機関である婦人相談所の機能強化を図り、被害者支援のための体制を整備する。

このまま継続

事業の概要

成果 ＋ ﾌﾛｰ 償還率 ％

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ 現年度分の償還率 ％
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

活動 ＋ ﾌﾛｰ 貸付金額 千円

　

このまま継続

評
価

活動 ＋ ﾌﾛｰ
婦人相談所における配偶者暴力相談支援セ
ンターとしての相談受付件数 件

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ
一時保護委託実施実人員
（同伴者を含まない）

人
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

成果 ＋ ﾌﾛｰ
婦人相談所における配偶者暴力相談支援セ
ンターとしての相談処理件数 人

事業の概要

事業の概要

事業の概要

社会情勢の影響で、母子家庭の雇用環境も悪化していること
から、償還率は現状維持を保つことを当面の目標とし、償還管
理マニュアルを参考にしながら、最終的には償還率50％を目
標とする。

悩みを持つ女性に対する相談支援に係る事業を統合する。
（R４年度～　女性相談事業費）

母子父子寡婦福祉資金特別会計繰出金
コスト

（単位：千円）

統合

相談受付件数（県の婦人相談員
対応分） 件

指標種類2 指標名称2

＋

相談処理件数（県の婦人相談員
対応分

活動



16 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 1300 1300 1300 1300 － 事業費計 1,207 1,209 1,209 0

実績 1176 1104 1151 国費 276 276 276 －

達成率 90.46% 84.92% 88.54% その他 0 0 0 －

単位 計画 1300 1300 1300 1300 － 県費 931 933 933 －

実績 1176 1104 1151 事業費計 1,207 1,209 1,209

達成率 90.46% 84.92% 88.54% 国費 276 276 276 方向１

単位 計画 30 30 30 30 － その他 0 0 0 方向２

実績 15 11 11 県費 931 933 933 方向３

達成率 50.00% 36.67% 36.67% 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

17 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 165 165 165 165 － 事業費計 994 961 985 1,052

実績 200 125 108 国費 365 333 350 347

達成率 121.21% 75.76% 65.45% その他 0 0 0 0

単位 計画 10 10 10 10 － 県費 629 628 635 705

実績 15 32 32 事業費計 886 805 563

達成率 150.00% 320.00% 320.00% 国費 328 175 35 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 558 630 528 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,362 1,354 1,210

18 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 93 93 93 93 － 事業費計 9,368 10,338 11,431 0

実績 92 92 92 国費 82 85 192 －

達成率 98.92% 98.92% 98.92% その他 0 0 0 －

単位 計画 1000 1000 1000 1000 － 県費 9,286 10,253 11,239 －

実績 707 742 688 事業費計 9,061 9,905 10,850

達成率 70.70% 74.20% 68.80% 国費 77 85 0 方向１

単位 計画 1100 1100 1100 1100 － その他 0 0 0 方向２

実績 795 839 768 県費 8,984 9,820 10,850 方向３

達成率 138.36% 131.11% 143.23% 人役 0.4 0.4 0.4

人件費 2,723 2,707 2,420

19 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 300 300 300 300 － 事業費計 9,437 10,479 11,214 11,381

実績 266 222 192 国費 4,583 5,239 5,607 5,690

達成率 88.67% 74.00% 64.00% その他 0 0 0 0

単位 計画 3 3 3 3 － 県費 4,854 5,240 5,607 5,691

実績 3 3 5 事業費計 9,707 10,279 10,561

達成率 100.00% 100.00% 166.67% 国費 4,853 5,239 5,607 方向１

単位 計画 1000 1000 1000 1000 － その他 0 0 0 方向２

実績 1545 1665 1459 県費 4,854 5,040 4,954 方向３

達成率 154.50% 166.50% 145.90% 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

女性ダイヤル相談事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

Ｓ59
予定・見込
があれば記

入

悩みを持つ女性を対象に、夜間電話相談を実施して、適切な指導、助言を行うことにより、その安定した生
活の確保及び転落防止を図る。（令和４年度から婦人相談員設置費へ統合）

里親指導調査費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

＋ ﾌﾛｰ
電話相談受付件数のうち
ＤＶに関する相談件数

件

活動 ＋ ﾌﾛｰ 電話相談処理件数 件

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ 電話相談解決処理件数 件
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

成果

事業の概要

活動 ＋ ﾌﾛｰ
里親研修の参加人数（延
べ人数）

人

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ 里親への新規委託児童数 人
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

事業の概要

指標種類1 指標名称1

予
算

相談指導件数 件

実施
期間

始期 終期

Ｓ54
予定・見込
があれば記

入

家庭に恵まれない児童の健やかな育成を図る里親制度の円滑な運用を確保し、もって里親に委託される
児童の福祉の向上を図る。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
受給資格認定後5年以上経過の就
業者数÷5年以上経過の受給資格
者数×１００

%

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ
解決件数（母子・父子自立
支援員相談指導結果報告書
による）

件
決
算

活動 － ﾌﾛｰ

見
直
し
方
向
性

統合

指標種類3 指標名称3

＋ ﾌﾛｰ

児童家庭支援センター運営事業費
コスト

（単位：千円）

評
価相談受付件数 件

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 相談担当者数 人
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

指標種類1 指標名称1

予
算

相談対応延件数 件

実施
期間

始期 終期

S28
予定・見込
があれば記

入

母子家庭、父子家庭及び寡婦の福祉の向上を図るために設置する母子・父子自立支援員の活動及び相
談指導体制の強化に要する経費である。（令和４年度からひとり親家庭自立支援事業費と統合）

実施
期間

始期 終期

Ｈ15
予定・見込
があれば記

入

児童福祉施設の持つ知識経験を活用して児童相談所を補完するとともに、地域の身近な相談窓口として、
児童問題対処機能の総合的向上を図る。

活動 ＋ ﾌﾛｰ

事業の概要

事業の概要

　

成果

　

このまま継続

母子・父子自立支援員設置費
コスト

（単位：千円）

評
価

悩みを持つ女性に対する相談支援に係る事業を統合する。

令和４年度からひとり親家庭自立支援事業費と統合

統合

　



20 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 1000 1000 1000 1000 1000 事業費計 10,689 10,681 10,016 10,287

実績 264 475 405 国費 1,759 1,759 1,834 1,834

達成率 26.40% 47.50% 40.50% その他 0 0 0 0

単位 計画 260 260 260 260 260 県費 8,930 8,922 8,182 8,453

実績 14 12 48 事業費計 8,541 8,446 8,788

達成率 5.38% 4.62% 18.46% 国費 1,472 1,109 1,809 方向１

単位 計画 40 40 40 40 40 その他 0 0 4 方向２

実績 13 21 19 県費 7,069 7,337 6,975 方向３

達成率 32.50% 52.50% 47.50% 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

21 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 3000 3000 3000 3000 － 事業費計 1,940 1,940 2,672 2,006

実績 4032 4528 4711 国費 0 0 346 0

達成率 134.40% 150.93% 157.03% その他 0 0 0 0

単位 計画 300 300 300 3000 － 県費 1,940 1,940 2,326 2,006

実績 1172 1470 1406 事業費計 1,940 1,940 2,672

達成率 390.67% 490.00% 468.67% 国費 0 0 693 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 1,940 1,940 1,979 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,362 1,354 1,210

22 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 127 130 120 － － 事業費計 1,940 1,410 1,438 0

実績 36 30 28 国費 0 0 0 －

達成率 28.35% 23.08% 23.33% その他 0 0 0 －

単位 計画 － 県費 1,940 1,410 1,438 －

実績 事業費計 1,717 1,230 1,274

達成率 - - - 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 － その他 0 0 0 方向２

実績 県費 1,717 1,230 1,274 方向３

達成率 - - - 人役 0.4 0.4 0.4

人件費 2,723 2,707 2,420

23 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 15 15 15 － － 事業費計 2,525 3,589 2,116 0

実績 8 7 1 国費 0 0 0 －

達成率 53.33% 46.67% 6.67% その他 0 0 0 －

単位 計画 7 7 7 － － 県費 2,525 3,589 2,116 －

実績 2 1 1 事業費計 681 721 363

達成率 28.57% 14.29% 14.29% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 681 721 363 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

貸付件数 件

指標種類2 指標名称2

成果

実施
期間

始期 終期

S39

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

5年間就職したことにより貸付金の返還を免
除された者の率 ％

活動 ＋ ﾌﾛｰ

活動 ＋ ﾌﾛｰ 相談件数 件

コスト
（単位：千円）

評
価

決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

活動 ＋ ﾌﾛｰ

決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3 　

成果 ＋ ﾌﾛｰ 虐待相談対応件数 件

指標種類1 指標名称1

予
算

講習会受講者数 人

児童相談システム運用事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

成果 ＋ ﾌﾛｰ センター利用者数 人

指標種類2 指標名称2

事業の概要

事業の概要

＋ ﾌﾛｰ
入学準備金の貸付を受けた者で、資格を生
かして就職した者の率 ％

決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

成果 ＋ ﾌﾛｰ

予定・見込
があれば記

入

母子家庭等からの各種相談に応じ、生業指導、就業に必要な技能習得事業を実施するなど、母子家庭等
の自立支援のための総合的なサービスの提供を行うための経費である。

実施
期間

始期 終期

H27
予定・見込
があれば記

入

児童虐待相談対応件数が伸び続け、また、対応が困難なケースも増加する中、相談に迅速かつ適切に対
応するため、児童相談に係るケースの情報を一元管理するとともに、組織的に情報共有・活用し、適切な
進行管理を図る。

活動 ＋ ﾌﾛｰ 児童相談受付件数 件

指標種類2 指標名称2

児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

事業の概要

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

H27
予定・見込
があれば記

入

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学するひとり親家庭の親に対して入学準備金等の貸
付を行い、資格取得を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

活動 ＋ ﾌﾛｰ 貸付件数 件

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ
就業継続により貸付金の
返還を免除された者の数

件
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3

実施
期間

始期 終期

H27
予定・見込
があれば記

入

児童養護施設等の退所後、安定した生活基盤を築き、円滑な自立を実現するため、施設等を退所したも
のに対し、家賃相当額及び生活費の貸付を行う。また、施設等に入所中の児童等を対象に、就職に必要
な資格を取得するための経費について貸付を行う。

毎年度、当該年度の実施状況を踏まえて２月補正予算に計上
している。

指標名称3 　

母子家庭等就業・自立支援センター運営費

事業の概要

運営主体との協議による機能面での充実（無料職業紹介の実
施等）により成果向上の余地はあると思われる

このまま継続

毎年度、当該年度の実施状況を踏まえて２月補正予算に計上
している。



24 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 37 37 事業費計 0 0 11,057 41,489

実績 27 国費 11,057 41,489

達成率 - - 72.97% その他 0 0

単位 計画 県費 0 0

実績 事業費計 0 0 7,985

達成率 - - - 国費 7,985 方向１

単位 計画 その他 0 方向２

実績 県費 0 方向３

達成率 - - - 人役 0.1

人件費 605

児童養護施設等従事者処遇改善事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

予
算

指標種類1 指標名称1

成果 ＋ ﾌﾛｰ 処遇改善実施施設数 件

指標種類2 指標名称2

事業の概要
実施
期間

始期 終期

R3 R4
児童養護施設等に従事する者の処遇改善に必要な経費を補助する。



４－２　事務事業管理シート（評価対象外事業） hf09

1 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R元年度 R2年度 R3年度

事業費計 0 0 87437 0 事業費計 0 0 78,623

国費 87437 国費 78,623

その他 0 その他

県費 0 県費

0.1

605

2 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R元年度 R2年度 R3年度

事業費計 200 200 200 200 事業費計 200 53 0

国費 国費

その他 その他

県費 200 200 200 200 県費 200 53 0

0.1 0.1 0.1

681 677 605

予算施策名 児童、ひとり親家庭、女性の保護と自立の促進

評価対象外の理由

予
算

決
算

単年度事業

評価対象外その他の理由（記述）

人役

人件費

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

愛媛県母子寡婦福祉大会補助金
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

評価対象外の理由

予
算

決
算

執行額０

評価対象外その他の理由（記述）

人役

人件費



４－３　事務事業管理シート（新規事業） hf09

1 4年度

事業費計 7,396

国費 3,390

その他

県費 4,006

ヤングケアラー支援体制構築事業費
コスト

（単位：千円）

予
算

予算施策名 児童、ひとり親家庭、女性の保護と自立の促進


